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Abstract 

This study aims to clarify the background of higher education policy in the Republic of Malta post-Independence, 

particularly focusing on the university reform during the former Prime Minister Dom Mintoff administration. Until recent 

years, the University of Malta has been virtually the only university in Malta (excludes two years split between the “New 

University” and the “Old University”). The University of Malta has been subject to frequent state interventions throughout 

its history, and the Mintoff administration's university reforms have had a particularly significant impact. The anti-

conservative and anti-elitist political ideology of Mintoff is often cited as the background to this university reform. This 

study points out that changes in the socioeconomic environment at the time led to the large-scale state intervention and 

reform of the University of Malta. 

The university reforms which took place under the Mintoff administration led to a significant change in the nature of the 

University of Malta. It changed from an elitist institution to one dedicated to industrial development. This paved the way 

for higher education to reach the working class, who had previously had extremely limited access to higher education. It 

also shaped, at least institutionally, the access to higher education to more classes of society. On the other hand, from an 

inclusiveness point of view, those who seek non-practical studies have not been able to enter the University of Malta during 

this period. As a result, those who could afford an education sought educational opportunities abroad. Therefore, it can be 

said that inclusiveness has not increased but its scope and object have only shifted. 

 

Keywords：University reforms in Malta, University of Malta, Dom Mintoff, Malta Labour Party, Worker-Student Scheme 
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マルタ共和国における独立後の高等教育改革 

―マルタ労働党ミントフ政権下の大学改革の背景分析― 

 

1  はじめに 

本研究はマルタ共和国（以下「マルタ」とする）

の高等教育について，特に独立後のマルタ労働党

ミントフ政権における大学改革に焦点を当てて，

同政権の高等教育政策における背景を明らかに

することを目的としている。マルタでは 1964 年

の独立以来，高等教育に対して様々な改革が実行

されているが，その中でもとりわけ 1970 年代後

半以降にミントフ政権(1)によって行われた大学

改革は大規模なものであり，マルタ大学をはじめ

としたマルタの高等教育に多大な影響を与えて

いる。 

ミントフ政権の大学改革により，マルタ大学は

それまでのエリート主義的な大学から産業に資

するための大学へとその性格を大きく転換され

ることとなる。これにより，それまで高等教育へ

のアクセスが極めて限られていた労働者階級に

高等教育への道が開かれ，多様な層が高等教育を

受けられる形が少なくとも制度の上では形作ら

れた。その一方で包摂性という観点から見ると，

エリート層の一部がマルタ大学から離れてしま

うなど，その範囲・対象が移動しただけともいえ

る。 

 

2  先行研究の検討 

Caruana (1992)はマルタの社会・経済的発展に

対して教育が果たした役割について，Worker-

Student scheme をはじめとした教育と経済発展を

結び付ける政策等についてまとめている。

Caruana (1992)は，ミントフ政権を含め，独立後

のマルタ政府が国の経済発展のために人材育成

が必須だと考え，独立以来教育政策に注力してき

たことを説明し，農業を中心とした経済から工業

を中心とした経済へと産業構造を転換させるた

めに，関連した産業に必要なスキルや知識を持っ

た人材を育てる必要があったことなど，経済政策

の視点から見た教育の役割について述べている。

そして独立後マルタの発展が可能となった大き

な要因として教育政策があったと結論付けてい

る。 

Sultana (1997)も Caruana (1992)と同様の問題関

心から，独立後のマルタの教育政策の成果につい

て，量的・質的側面から分析している。教育サー

ビス提供の量的拡大が進んだ一方で，質的には依

然として課題があり，校舎の不足や老朽化，教育

開発投資のバランスの悪さ，教育人材の不足，社

会階層の再生産の継続，教育成果への意識の欠如

といった課題を指摘している。 

Baldacchino (1999)はマルタにおける教育の動

向について，特に Worker-Student Scheme の導入

や，その後 1990 年代の大卒者の増加による大卒

労働市場の変化などを解説し，出身家庭や性別に

よる格差の課題があることなどを論じている。 

Mayo (2013)は Worker-Student Scheme をはじめ

としたミントフ政権の高等教育政策について評

価を試みている。同政策はこれまで大学教育にア

クセスし得なかった人々へアクセスを拡大する

試みであり，フルタイム労働者であっても大学に

通うことができるようにしたという点は評価し

つつも，民間企業の経営者は伝統的にマルタ労働

党のライバルである国民党の支持層であり，そう

した民間企業に最終的に支持されなかった点に
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同制度の問題点があったとしている。また第二の

大学“New University”の設立に伴って，当時ポリ

テクニクであった旧MCAST(2)が廃止されたこと

により，大学より下の段階における技術教育を減

らすことになったと批判している。 

こうした先行研究から，独立後のマルタにおけ

る高等教育政策において，Worker-Student 

Scheme の導入やマルタ大学の大規模な改革を

推し進めたミントフ政権による政策が重要な意

味を持っているといえる。そのため，本研究では

ミントフ政権の時代に焦点を当てて，その高等教

育政策について分析することとする。 

 

3  マルタとその高等教育について 

マルタ共和国は地中海のほぼ中央に位置する

島国であり，地政学上重要な場所にあることから，

その歴史上様々な勢力に支配されてきた過去を

持っている。近年は北アフリカなどからの移民が

多く入ってきていることもあり人口が増えてい

るが，それでも人口は約 52.1 万人（2021 年）（NSO 

n.d.），国土面積は 316 ㎢と非常に小さい国であ

り，この数字はいずれも EU 加盟国の中では最小

となっている。1964 年にイギリスから独立し，

1974 年にマルタ共和国となり，1979 年にはイギ

リス軍基地の撤退が完了している。 

高等教育は主にマルタ大学をはじめとする大

学と，職業教育系の高等教育機関を中心とするそ

の他の高等教育機関から構成されている。高等教

育就学率（総就学率）は近年上昇してきており，

2020 年には約 72％となっている（UIS 2022b）が，

本研究が対象としている 1970 年代～80 年代は，

3％～9％程度とまだ限定的であった（UIS 2022a）。

現在マルタには大学として認証を受けた教育機

関が 4 機関 (3)存在するが ，大学の規模，歴史，

威信などの面でマルタ大学が他を圧倒している

状況である。マルタ大学以外の 3 大学はいずれ

も近年になって設立されたばかりの大学で規模

も限られており，またいずれも外国にそのルーツ

を持つものである。マルタでは 2013 年にイギリ

スのミドルセックス大学が Middlesex University 

Malta を設立するまで，長きにわたりマルタ大学

が事実上唯一の大学として存在してきた。ここで

あえて「事実上」と表現しているのは，後述の通

りマルタ大学が一時的に二つの大学に分割され

ていた時期があるためである。マルタ大学は

1592 年にイエズス会によって設立された

Collegium Melitense をその起源としている(4)が，

現代にいたるその歴史の中で各時代の統治者や

国家から様々な介入を受けおり，ミントフ政権の

大学改革もその一つである。 

 

4  ミントフによる大学改革方針 

1977 年，ミントフは大規模な大学改革の導入

を発表しているがその内容は主に以下のような

ものであった（Mayo 2013: 4-5）。 

・マルタに“Old University”と“New University”の

二つの大学を設置する。 

・第三段階教育は，経済のニーズに合わせて行わ

れるものとする。 

・学生は 5 か月半の労働と 5 か月半の大学での

就学を交互に行うものとする。 

・学生には年間を通して基本給が支給されるも

のとし，就労期間，就学期間，そして 1 か月の

休暇中も毎月同額が支払われるものとする。 

・就学期間中，学生にはスポンサーがつくものと

する。 

・すでに職業に就いている者であっても，この制

度によって大学に入学し，給与を引き続き得な

がら就学することができるようにする。 

・文学部と理学部の学位プログラムは段階的に
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廃止し，国のニーズに合った新たな学位を導入

する。 

一部，若干の修正がなされるものの，翌年の改

正教育法には上記のほぼ全てが盛り込まれるこ

ととなる。この 1978 年改正教育法によってマル

タ大学は大きく改革されることとなるが，そのた

めの手段として用いられた主な政策が大学の分

割・統合及びそれに伴う学問分野の再編と

Worker-Student Scheme の導入であった。 

 

5  マルタ大学の分割と統合 

1977 年のミントフ発表の通り，1978 年の教育

法改正によりマルタ大学は“Old University”と

“New University”の二つの大学に再編された。イ

エ ズ ス 会 に よ っ て 設 立 さ れ た Collegium 

Melitense(5)をマルタ騎士団が大学として再設置

して以来，マルタ大学はマルタ唯一の大学であっ

たが，この時初めて第二の大学が誕生したのであ

る。マルタ大学には当時，神学部，法学部，医学

部，文学部，理学部，歯学部，工学・建築学部の

7 学部があったが，このうち主に非実学系の 4 学

部（神学部，法学部，文学部，理学部）を Old 

University に残し，実学系の 3 学部（医学部，歯

学部，工学・建築学部）とそれまでポリテクニク

であった旧MCAST を合併させてNew University

を設立している。そして Old University に残され

た学部のうち，神学部は教会に移管され，文学部

と理学部は段階的に廃止され，結果として Old 

University は法学部のみの大学となる。また New 

University には新たに経営学部と教育学部が設置

されるとともに，旧マルタ大学の工学・建築学部

は土木工学部に改組されている。しかしこの

1978 年改正教育法からわずか 2 年後の 1980 年に

は再び教育法が改正され，New University が Old 

University を事実上吸収する形で再び一つのマル

タ大学となっている（Buttigieg & Azzopardi 2020: 

49-50）。 

このような大学の分割と統合は，大学における

学問分野の大幅な再編という側面も同時に持ち

合わせていた。先述の通り実学的な医学，歯学，

工学といった分野を New University に移したう

えで Old University に残された非実学的な学問分

野は大学から外されていく。またもともと経済学

科だった部分は経営学部に改組され，文学部の教

員たちの一部は教育学部へ移管されている。さら

に，医学部については一度解体し，新たな医学部

として再設置されている（Mackenzie 1993: 38-42）。

1980 年に再び大学が一つに統合された際，廃止

された学部は復活することなく，一方で新設され

た学部はそのまま残されたため，マルタ大学は

1978年の分割前と 1980年の統合後ではその学問

分野の構成を大きく異にするものとなった。 

1978 年の教育法改正の前に，当時マルタ大学

改革委員会委員長であったドイツの社会学者ラ

ルフ・ダーレンドルフからの手紙に対する返事と

して書かれた 1978 年 5 月 13 日付の手紙の中で，

ミントフは「いずれは二つの大学が合併し，国の

ニーズに十分に応え，経済的・社会的地位に関係

なく全ての人々に開かれ，国の文化的な生活に見

かけだけでなく実際に貢献する，一つのリベラル

な機関となることを願っている」と書いている(6)。

つまり，ミントフはマルタ大学を二つの大学に分

割した当初から再度一つの大学に統合し，かつこ

れまでの保守的でエリート主義的なマルタ大学

から大きくその性格を変えようとしていたこと

がうかがえる。 

 

6  Worker-Student Scheme の導入 

ミントフ政権のもう一つの大きな大学改革と

して，Worker-Student Scheme の導入が挙げられる。
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この制度は，5 か月間の就学と 5 か月間の就労を

繰り返して学位の取得を目指すという制度であ

り，1977 年のミントフによる大学改革の方針発

表の内容よりもそれぞれ半月分ずつ短くなって

いるが，就学期間と就労期間を交互に実施すると

いう方針はそのまま採用されている。この

Worker-Student Scheme において，大学の学費は学

生が負担するのではなく，学生のスポンサーとな

る企業や政府機関等が負担するということにな

った。また学生は就労期間のみならず就学期間も

含めて年間を通して給料を受け取ることになる

ため，学生にとっては学費無償かつ給与を得なが

ら学位取得を目指すことができるようになった

のである。ただし，大学に進学するためにはこの

制度を使うことが必須とされたため，学生たちは

大学進学に当たりスポンサーを見つける必要が

生じる。スポンサーとしては当然，将来自社（も

しくは自機関）にとって有益な知識や能力を身に

つける学生に支援をしたいと考えるため，学問分

野によってスポンサーが付きやすい分野と付き

にくい分野が生まれることとなる。そのため自然

と実学系の分野に学生が増え，非実学系の分野は

前述の学問分野の再編で学部が無くなっていく

影響に加えてスポンサーの付きにくさから学生

が激減していくこととなる。また，当初（1979 年）

は 117 の民間企業がスポンサーとなっていたが，

同制度の終盤（1985 年）にはスポンサーとなる

民間企業はわずか 3 社にまで激減してしまって

いる（Department of Education 1985 : 37）。スポン

サー全体に占める民間企業の比率にすると約

26％から 1.3％にまで減ってしまったのである。

支援を受けた学生は，大学卒業後数年間はスポン

サ ー の た め に 働 く と い う 契 約 を 結 ん だ

（Baldacchino 1999 : 208）が，それでも結局は有

力な企業による引き抜きが起こっており，コスト

をかけて学生や自社の社員に学位を取らせるよ

りも政府や他の企業がスポンサーとなって学位

を取った者を引き抜いてしまうということが起

こったために，民間企業としては同制度のスポン

サーになることに対して消極的になったのであ

る（Mayo 2013 : 7）。ミントフ政権としては高等

教育の費用を民間企業に一部負担させることも

同制度の狙いの一つであったが，結局はほとんど

の学生のスポンサーが政府機関や準国営企業と

なり，その意味においてはミントフの目論見は大

きく外れてしまったといえる。 

 

7  大学における変化 

こうしたミントフ政権による大学改革は大学

にどのような変化をもたらしたのだろうか。ここ

ではマルタ大学及びマルタ国立統計局において

入手した統計資料を基に，当時のマルタ及びマル

タ大学の状況を見てみたい。 

 

図 1：マルタ大学学生数の推移（単位：人） 

出典：COSa，COSb，UM，の各年度版及び Camilleri 

& Caruana 2011を基に筆者作成。なお1978

年と 1979 年の学生数は New University

と Old University の学生数合計である。  

 

まず，マルタ大学の学生数に注目する（図 1）。

現在では 11,559 名（2020/2021 年度，UM 2021: 

23）(7)が在学するマルタ大学であるが，ミントフ
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政権の時代（図中赤枠で囲った範囲。以降の図も

同様）には 1,000 名から 1,400 名程度の範囲で推

移していたことが見て取れる。また，ミントフ政

権前後はそれぞれ学生数の増加が見られるが，ミ

ントフ政権下におけるマルタ大学はほとんど学

生数が増えていないことが分かる。 

 

図 2：学部別学生数の推移（単位：人） 

出典：COSa の各年度版を基に筆者作成。  

 

ミントフ政権時代に学生数がほとんど増加し

ていないことが図 1 より確認できたが，これは

全学生数で見た場合であり，各学部別にその推移

を見ると状況は大きく異なっている（図 2）。ミ

ントフ政権以前はマルタ大学における二大学部

ともいえるほど多くの学生数を擁していた文学

部と理学部が，1978 年の教育法改正以降激減し，

最終的には消滅していることが分かる。また，も

ともと学生数はそれほど多くないが神学部は

1978 年以降教会に移管されたため学生数が 0 名

になっている。その一方で医学部，工学・建築学

部の学生数が伸び，また 1978 年に新設されてい

る経営学部と教育学部の学生数もそれ以降増え

ている。大学全体の学生数で見ると大きな変動は

ないように見えるが，学部別の学生数で見ると非

実学系の学生数が激減する一方で実学系の学生

数が伸びているということが分かる。 

 

8  ミントフの改革に対する反発 

このようなミントフ政権の大学改革に対して

大学関係者の反応は極めて批判的なものであっ

た。例えば，当時神学部の哲学教授であった Peter 

Serracino Inglott はミントフ政権の大学改革に抗

議の意を示して辞職している。神学部には哲学も

含まれていたが，Serracino Inglott は哲学を学ぶ学

生たちの多くは聖職者になるために学んでいる

のではなく，哲学はそれ自体学ぶ価値のあるもの

であると主張したがミントフは取り合わなかっ

た。ミントフは哲学だけでなく，芸術や純粋科学

も含め非実学的な学問分野を大学から排除しよ

うとしており，こうしたミントフの考え方を

Serracino Inglot は批判したのである（Robertson 

1979: 138）。なお，Serracino Inglott は後に，国民

党に政権が代わるとマルタ大学に復職し学長と

なっている。この Serracino Inglott の辞職は象徴

的なものであるが，同様に多くの教員がこの時期

ミントフ政権の改革に反発してマルタ大学を辞

している。 

また，大学の分割・統合と Worker-Student 

Scheme の導入によって大学における学問分野が

実学的なものを中心とした構成になったことに

より，優秀な学生や教員の流出も招いてしまう。

大学への入学が Worker-Student Scheme を前提と

したために入学希望者はスポンサーを見つける

必要があったことを先に述べたが，そのことはつ

まりスポンサーの付きにくい非実学的な分野に

おいていかに優秀であっても大学に進学するこ

とはできず，そういった学生は実学的な学問分野

に進むことを選択するか，そうでなければイギリ

スなど国外の大学に進学してしまうことになる。

また，学生のみならず同様に非実学的な分野の教
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員たちも国外に流出してしまう。 

さらに，マルタ大学改革委員会の委員長であっ

たダーレンドルフも，ミントフ政権の大学改革の

やり方に反対し同委員長を辞任している

（Mackenzie 1993: 43）。ダーレンドルフはもとも

とミントフに招かれて同委員会の委員長に就任

しており（Buttigieg & Azzopardi 2020: 49），いわ

ばミントフ政権側の人間としてマルタに呼ばれ

たといえる。マルタ大学を改革する必要があると

いう点ではダーレンドルフも一致していたよう

だが，しかしそのために導入される政策の内容に

ついてはミントフと意見が対立することも多く，

ミントフ政権の大学改革によってマルタから大

学が「事実上消滅した」（Dahrendorf 1981: 21）と

強く批判している。 

 

9  Worker-Student Scheme の就労期間について 

一方，学生を労働者として受け入れることとな

る雇用主にとってはこの時期の大学改革はどの

ように捉えられていたのだろうか。Department of 

Education (1985: 8)では，学生たちの就労期間につ

いて，単に学生が給料を得るための期間であると

考える雇用主が多くいたことを指摘している。し

かしその一方で，特に電気工学や機械工学等を専

攻する学生を受け入れる雇用主の中には，学生た

ちが実際に特定の技能を獲得するための期間と

なるよう配慮し，仮に生産性が落ちたとしても学

生たちが実際的な課題に触れられるよう，様々な

職場を経験することを認める者もあったという。

そもそも政府としてはこの制度導入の目的につ

いて，高等教育機会の拡大だけでなく，就労と就

学双方の経験が生み出す相互作用により学生の

創造性向上に資することにあると考えて導入し

たという側面もある。それによって最終的にこの

国の人材育成機能の強化を期待していたといえ

るだろう。同制度導入のそうした意味を理解して

就労期間が学生の教育・成長に役立つ期間となる

よう配慮する雇用主も一部にはいたが，雇用主や

また学生たちの多くはそうした効果よりも金銭

的不安の解消や雇用不安の解消のために就労期

間があると捉えていたようである。Department of 

Education (1985)が指摘しているように，受け入れ

先によって学生の就労期間の捉え方が異なり，そ

のために学生が得られる経験や学習効果にも大

きな差が生じていたといえる。企業や政府機関等

の受け入れ先に対して大学や教育省が細部まで

コントロールすることは困難であり，こうした受

け入れ先によって差が生まれてしまうという点

は，この制度の限界の一つであったといえるだろ

う。 

外部審査員に対するアンケートの結果も，同様

に学部による違いを表している。経営学や工学の

分野の外部審査員は Worker-Student Scheme の効

果を肯定的に評価しているのに対して，医学・外

科学の外部審査員は学生たちの大半が就労期間

に対してその仕事の教育的な意味を認識してお

らず，学生たちの態度は冷笑的であると批判的に

評価している（Department of Education 1985: 10）。

学問分野の性質により，学外での就労が学生の成

長に与える影響は当然異なるはずであり，学部ご

とにどのような就労先を設定すれば学生にとっ

て最適な就労期間となるのかといった議論や準

備が十分ではなかった可能性が指摘できる。 

また，Worker-Student Scheme 評価委員会に提出

された資料は，就労期間の教育効果が 3 か月か

ら 4 か月程度のより短い期間で達成できること

を示しており，5 か月間という就労期間が必要以

上 に 長 す ぎ た 可 能 性 も 示 唆 さ れ て い る

（Department of Education 1985: 14）。 
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10  Worker-Student Scheme の就学期間について 

一方の就学期間についても教員や学生たちは

その課題を指摘している。各学年度 5 か月間と

いう就学期間は，学期冒頭のイントロダクション

や学期末の試験期間を考慮するとあまりに短く，

学生たちは試験のための勉強をするので精一杯

で，教員も学生も価値のある研究を行うための時

間がほとんどなくなってしまったと感じていた。

就労期間を終えて大学に戻ってきた学生たちに

は，彼らをコースに戻すため再調整期間が設定さ

れていたが，それを経てコースに戻ったころには

すでに試験が迫っているのである。さらに同じコ

ースの同じ学年の学生たちが二つのグループに

分けられて，並行してそれぞれが就労期間と就学

期間をこなすことになるため，教員にとっては二

倍の負担がかかり，学生たちの相互交流の機会も

制限されてしまったという（ Department of 

Education 1985: 13-4）。 

さらに，大学におけるコースのほとんどが

Worker-Student Scheme に合わせて特別にデザイ

ンされたものとはなっておらず，そのために一部

の教員たちが期間内にシラバスの内容を終えら

れず，試験等が休暇期間に食い込んでしまうケー

スも見受けられた。また，学生たちやスポンサー・

雇用主たちからもこの制度における学びにはマ

ルタ特有の問題，システム，状況への配慮が少な

すぎるという意見が見られたという。教育内容も

マルタや地中海地域の状況との関連性があまり

ない，外国からの輸入教科書を基にした学問的な

書籍重視の教育であり，マルタの問題に特化した

ような教材の開発がされるわけでもなく，教員は

職業現場の経験をほとんど持たず，一方の雇用者

側も教室での学びが仕事にどのように役立つの

かをほとんど考えていない状況であった

（Department of Education 1985: 11, 15-6）。 

こうした指摘や評価は，この制度がその最も重

要な特徴であるはずの就労期間と就学期間を交

互に繰り返すことによる学習という点において，

十分な制度設計と準備がなされていなかったこ

とを示唆するものである。つまりダーレンドルフ

が非難したように，ミントフ政権はこの制度を準

備不足のまま拙速に導入したという側面が否定

できない。ミントフがこの大学改革を実施した本

来的な意図は，旧時代的で保守的なマルタ大学を

改革し，職業やマルタの経済に直接役に立つ教育

を行う大学へと変革させることにあり，Worker-

Student Scheme もその文脈において導入された

政策であったが，その実態は単純に就労期間と就

学期間を設定しただけで，両期間の効果的な連携

がとられておらず，大学での学問も依然として旧

来的な方法でなされていたということである。 

マルタでは第 12 節で述べる通り，この時期に

大きな社会経済的変化を迎えている。ミントフは

そうした状況の変化や旧来的な大学の在り方へ

の改革などを急いでいたと考えられ，制度による

効果をより詳細に検討することや，この制度に適

した教育内容や方法を検討することよりも，大学

を変革するということを重要視していたといえ

る。新たな目玉となる制度を導入し，少なくとも

大学を形式上は変革することで，職業と大学をよ

り密接に関連付けるという姿勢，また労働者階級

にも開かれた大学にしたということを示したか

ったのではないだろうか。そして，イギリス統治

時代や前政権の国民党時代など旧体制の象徴と

もいえる保守的でエリート主義的な大学を抜本

的に変えることで，同政権がイギリスからの完全

な独立や新たな時代をもたらしたということを

国内外にアピールするための手段の一つとして

大学改革を使ったという側面があるのではない

だろうか。 
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11  ミントフの大学改革の背景についての指摘 

それでは，ミントフ政権はなぜこうした改革を

導入してきたのだろうか。Austin & Dahrendorf 

(1981: 123)はミントフ及びマルタ労働党が当時

のマルタ大学を時代遅れのものだとみなしてい

たこと，また Buttigieg & Azzopardi (2020: 50)は従

来の古典的な専門職の育成という性格を転換さ

せる必要があったことなどを指摘している。

Mackenzie (1993: 38)も同様に当時のマルタ労働

党がマルタ大学を一部の階級だけを対象とした

エリート主義的な機関であると見ていたことを

指摘している。また，ミントフは保守的な思想の

教会権力とも対立しており（McFadden 2012: 15），

ミントフが神学部を潜在的な思想的敵対者とみ

なしていたという指摘もある（Mackenzie 1993: 

39）。神学部をマルタ大学から排除した背景には

単に非実学的な分野だということ以上の意味が

あったといえよう。 

また，Mackenzie (1993: 39)はマルタ労働党の政

治理念の中心にはマルタ経済の復興と発展があ

ったが，それは社会主義的な観点からの発展であ

ったとし，その意味で哲学的で保守的な旧マルタ

大学の経済学科はミントフ政権の政治思想にな

じまなかったと，経済学科が経営学部に改組され

た背景について指摘している。 

さらに，ミントフは当時大学の非実学的な分野

を卒業した学生が就職しにくく，むしろ職業教育

を受けただけの者の方が採用で優先されている

状況を不道徳であるととらえ，学位取得者の社会

的な名声が保たれるべきだと考えていたという

（Robertson 1979: 138-9）。こうしたミントフの考

えも大学を実学的な分野中心のものへと転換さ

せる動機としてあったといえるだろう。 

 

 

12  独立後のマルタの社会経済状況 

以上のように，ミントフ政権がこうした大学改

革を導入し，マルタ大学に大きな介入を行った背

景には，ミントフ政権の高等教育改革における社

会主義的思想や反エリート主義的思想の影響が

あったといえる。例えば Worker-Student Scheme

は，高等教育による社会階層の再生産を防ぐこと，

つまりこれまで社会的に下位にいた層であって

も高等教育を受けられるようにすることで，階層

移動を可能にすることを意図して導入された側

面があり，ミントフ政権の高等教育政策の背景に

はミントフ及びマルタ労働党の革新的政治思想

があったのは確かだろう。しかしそうした政治思

想的背景だけでなく，ミントフはより実利的な側

面，すなわち独立後のマルタにおける社会経済的

状況からも多分に影響を受けて高等教育改革を

行なったと考えられる。 

そこで本節では，当時のマルタにおける状況を

人口と業種別の雇用者数から読み解いてみたい。

図 3 を見るとミントフ政権の時代はマルタにお

ける人口増加が起こっていた時期であることが

分かる。1975 年以降マルタの人口が増加に転じ

ている要因は，主にそれまでマルタ国外に出てい

た移民がマルタに帰国してくるケースが増えた

こと等によるが，人口が増えることは労働力が増

すことにつながる一方，食料やエネルギーのほと

んどを国外からの輸入に頼っているマルタとし

てはこれまでと同じ産業構造ではとても増え続

ける国民を養うことができなくなるということ

も意味している。 

また，この時代の大きな変化としてはイギリス

からの完全な独立に伴うイギリス軍等の完全撤

退が挙げられる。1964 年にイギリス連邦自治領

マルタ国としてイギリスから独立してはいたも

のの，引き続きイギリス女王を君主とし，イギリ
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ス軍基地も置かれ続けており，ミントフ政権とし

てはこの状態を完全な独立と捉えていなかった。

そのため 1974 年に君主制を廃して共和制に移行

し，マルタ共和国を宣言するとともに，イギリス

軍及び NATO 軍の完全撤退と地中海における中

立国家を目指している。1979 年にイギリス軍・

NATO 軍のマルタからの撤退が完了したが，これ

に伴って大きく影響を受けたのが雇用及び国内

経済である。大規模な製造業や豊富な農地，石油

資源等を持たない小国マルタはイギリス軍・

NATO 軍の基地を受け入れることによる助成金

に大きく依存しており，雇用の面においても多く

のマルタ人が軍関係の雇用の恩恵を受けていた。

さらに，外国軍基地が所在することに起因する小

売り，飲食，製造，サービス等国内経済への効果

も相当程度存在していたが，これらが失われるこ

とに対する方策，すなわち産業構造の転換が必要

な時代でもあったのである。 

 

 

図 3：マルタの人口推移（単位：人） 

出典：COSa の各年度版を基に筆者作成。  

 

上記のような産業構造の変化の兆しは実はミ

ントフ政権以前から見えていたことでもある。イ

ギリスは地中海地域の軍備縮小を決定しており，

マルタにおけるイギリス軍の部隊縮小も避けら

れぬ状況となっていた（伊藤 2017: 123）。 

図 5 は業種別の雇用者数の推移を示したもの

である。この図ではわかりやすくするために一部

の主要な業種のみを抽出して示しているが，製造

業と政府雇用が増えているのに対して，“Service 

Departments”という項目が減少し，1979 年以降雇

用者数が 0 になっていることが分かる。この

“Service Departments”はイギリス軍等の外国軍基

地での雇用を意味しており，イギリス軍・NATO

軍の完全撤退によって失われる雇用を製造業や

政府による雇用が補っていた様子がうかがえる。 

 

 

図 4：業種別雇用者数の推移（単位：人） 

出典：COSa の各年度版を基に筆者作成。 

 

ミントフ政権による大学改革も当然こうした

社会経済状況の変化に対応することを視野に入

れており，マルタ大学から非実学系の学問分野を

排除して実学的な学問分野を中心とした大学に

転換させた背景には，伝統的でエリート主義的な

大学から労働者にも開かれた大学へという高等
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教育の機会均等的な政治思想のみならず，当時の

マルタの置かれた状況が影響していたといえよ

う。すなわち，イギリス軍等の基地需要に依存し

た産業から，製造業をはじめとしたその他の産業

を軸とした産業構造の転換を踏まえて，それに対

応するための人材育成が大学においても求めら

れたということであり，それは図 2 に示した学

部別学生数の推移に顕著に表れている。 

 

13  まとめと考察 

Department of Education (1985: 21)は，Worker-

Student Scheme がそもそもマルタの発展に具体

的に貢献することを目指して導入されていたこ

とに対して，特に学生はそうした視点，つまり大

学教育を受けたことによって自分たちがマルタ

の経済や社会に貢献するという意識を持つより

も，自分のキャリアにとって役立つかどうかとい

う視点でこの制度を見ていると評価している。そ

して各学部においても，それぞれのコースで大学

や卒業生が地域社会に貢献するという考えを持

たせるということが考えられていないとしてい

る。さらに，この制度によって卒業後の安定した

職が卒業生に保証されるという意味において，大

学がその卒業生に社会的特権を付与するという

かつての特権主義的な雰囲気がむしろ強化され

ている可能性もあると厳しく評価している。つま

り，ミントフは一部のエリートが通うような保守

的で特権的，権威的な古いマルタ大学の体制を変

えようと同制度を含めた大胆な改革を行なった

が，結果として大学を出た者には仕事が保証され

ているという新たな意味において，大学の特権性

が繰り返されてしまったという皮肉があるとい

える。ただ，ミントフ政権以前に比べればそれま

で大学に進学するチャンスの無かった層の者た

ちにそうした特権を手にすることができる可能

性を開いたということはいえるのかもしれない。

当時の学生たちも，同制度の大きな利点は経済的

に自立できるようになったことだとしている

（Department of Education 1985: 8）。旧来のように

経済的に余裕のある家庭の者たちだけでなく，経

済的な理由から大学に通うことができなかった

者たちにも同制度によって大学教育へのアクセ

スの機会が提供された点は評価されるべきであ

ろう。 

ミントフ政権は独立後のマルタの経済構造や

マルタを取り巻く世界情勢等の変化から，この国

の社会経済に直接的に有益な人材の育成を目指

したといえるが，これは必ずしもミントフ政権に

なってからの動きとも言い切れない。1970 年に

出された 1969 年～1974 年の開発計画（OPM 1970）

でも，マルタにおける急速な経済構造及び技術の

変化に言及したうえで，教育は「国が必要とする

スキルを身につけさせることに集中し」，「教育の

形と内容を経済発展とより密接に統合すること」

（OPM 1970: 96）を目指すとされている。職業訓

練や再訓練を担う政府産業訓練センターにおい

ては，特に軍務から解雇された労働者たちを，新

たな経済需要に合わせて再教育することが目指

され，高等教育についてはマルタ大学と旧

MCAST から産業，教育，商業，行政等の分野に

より多くの卒業生を輩出し，経済的な要求により

適切に貢献できるようにすることが求められて

いた（OPM 1970: 97）。ミントフは 1971 年に，共

和制移行前のマルタ国首相に就任しており，この

開発計画が出された 1970 年は国民党のジョルジ

オ・ボージ・オリヴィエ政権下であった。つまり，

ミントフ政権以前からマルタ政府はマルタの経

済構造に急速な変化が避けがたく訪れることを

認識しており，それに対応するために，この国が

必要とするスキルを身につけた人材の育成を最
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優先課題として教育部門に求めていたといえる。

イギリス軍および NATO 軍の完全撤退はミント

フ政権時代に決定されたことではあるが，ボー

ジ・オリヴィエ政権時代から軍基地の問題は継続

的にイギリスと協議が続けられており，軍務雇用

の減少はすでにこの開発計画の段階でも課題と

してとらえられていたものである。ミントフによ

る大学・高等教育改革はミントフ自身の反エリー

ト主義的な思想や独立前のイギリスの残した制

度の改廃，社会主義的な政治思想によって行われ

ていたと指摘されることが多いが，ミントフ政権

の高等教育への大規模な介入は，前政権から認識

されていた同国の課題と高等教育に求められた

役割を具現化したものといえる。しかし，そのや

り方が早急かつ大胆であったために，大学関係者

をはじめ多くの反発を招き，結果としてミントフ

政権の高等教育改革に対しては批判的な評価が

下されることが多くなったといえるだろう。また，

前政権時の計画では高等教育の改革も重視され

てはいたが，教育部門では特に中等教育段階の改

革が目指されていた。それまでのマルタでは初等

教育のみが義務教育対象であったため，全ての国

民に中等教育まで義務化させること，そしてその

中でグラマー・スクール，普通中等教育学校，技

術中等教育学校の 3 タイプの学校を用意するこ

とで全ての子供たちが，それぞれの能力と興味に

合わせて中等教育段階に進学できること目指し

ていた。中等教育の義務化はその後すぐに実現さ

れるが，ミントフ政権の改革の目はむしろ高等教

育段階に向けられており，その点が前政権と大き

く異なるといえるだろう。 

以上，本研究ではミントフ政権における大学改

革について，その背景や影響を中心に分析してき

たが，ミントフ政権の大学政策はその目的として

労働者階級をはじめこれまで大学進学の機会が

得られなかった者たちにその機会を提供しよう

とする機会の多様化を図った側面が見られる。そ

の一方で結果として伝統的な非実学系の学問分

野から実学系の学問分野中心の大学へとマルタ

大学の性格を転換させており，その意味では伝統

的なエリート層の一部はマルタ大学ではなく国

外の大学に進学するようになってしまっている。

Worker-Student Scheme の導入に伴って，入学者数

が制限されたということも影響しているが，ミン

トフ政権時代において学生総数がほとんど増加

していない事実からも，ミントフ政権の改革によ

って大学の包摂性が増したとは必ずしもいえず，

マルタ大学が包摂する学生層の範囲がシフトし

ただけであるという様子が見えてくるのである。 

その後，国民党へ政権が代わると，Worker-

Student Scheme の撤廃や非実学系の学問分野の

復活等，ミントフ政権下において導入された大学

改革の揺り戻しが行われた。Worker-Student 

Scheme の撤廃により，学生たちは給料を得るこ

とができなくなったが，国民党政権下では給料の

代わりに助成金という形が採られ，現在でもマル

タはこの制度を引き継ぎ，マルタ大学の学費無償

かつ学生への助成金付与という手厚い学生支援

体制として残っているのである。つまり，現在の

マルタ大学の諸制度形成においてミントフ政権

が与えた影響は大きいが，それはその後の国民党

政権との関係も含めて見る必要があるものだと

いえる。本研究ではミントフ政権時代に焦点を当

てたため，国民党政権時代については分析が及ん

でいないが，今後は 1987 年から 2013 年におけ

る国民党政権（その間 2 年間労働党政権が含ま

れている）における大学政策とその影響を分析す

ることで，独立後のマルタの高等教育政策の背景

と効果を明らかにしていくことが課題である。 
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注 

（１） ドミニク（通称：ドム）・ミントフを首相

とするマルタ労働党は 1971 年から政権を握って

いるが，高等教育改革が大規模に実施されるのは

1970 年代後半に入ってからである。なお，ミン

トフはイギリスから独立する前のイギリス領マ

ルタ自治政府時代にも3年間（1955年～1958年）

首相を務めていた時期があるが，本研究では独立

後のマルタにおけるミントフ政権（1971 年～

1984 年）を対象としている。 

（２） MCAST：Malta College of Arts, Science and 

Technology（マルタ芸術科学技術カレッジ）。現在，

マルタには同名の教育機関が存在する。国立の職

業教育系高等教育機関という点では同じだが，こ

ちらは 2001 年に設置された教育機関であり，ミ

ントフ政権時代に New University となった

MCAST とは歴史的な連続性がないため，本稿で

は旧 MCAST として，現 MCAST とは区別して称

することとする。 

（３） マルタで大学として認証を受けている機

関は，マルタ大学，Middlesex University Malta，

Barts and The London School of Medicine and 

Dentistry，European Graduate School，American 

University of Malta の 5 機関である（MFHEA n.d.）

が,Middlesex University Malta は 2022 年 9 月に閉

鎖されているため,現存機関としては 4 機関であ

る。 

（４）イギリス以外のコモンウェルス加盟国の中

では最古の高等教育機関である（Rudolf 2018: 

264）。 

（５） マルタ騎士団（聖ヨハネ騎士団）はイエ

ズス会をマルタから追放し，残された同校の施設

や資産を利用して 1769 年に大学を設置している。 

（６） Schembri (1982)の付録として収録されて

いるダーレンドルフとミントフの手紙を参照し

た。 

（７） フルタイム及びパートタイム学生の合計

である。なお，このうち学士課程が 6,710 名，修

士課程が 3,166 名，ディプロマ課程が 483 名，博

士課程が 401 名などとなっている。 
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